別記様式第34号　

農業近代化資金用　


債務保証委託証書　

　保証委託者(以下｢乙｣という。)は、青森県農業信用基金協会(以下｢甲｣という。)に甲の業務方法書に基づく債務の保証を委託した証として本証書を差し入れます。
（債務保証の委託）
第1条　乙が甲に保証を委託する債務は、乙が　　　　　　農業協同組合(以下｢丙｣という。)から　　年　　月　　日借用した金　　　　　円に関する債務(以下｢原債務｣と言う。)とします。
（保証委託の範囲）

第2条　甲の保証債務の範囲および履行期等は、いっさい甲の業務方法書および甲と丙との間の債務保証契約書に定めるところによるものとします。
　(代位弁済の通知)
第3条　乙および原債務の連帯保証人(原債務の物上保証人を含む。以下この頃において同じ。)は乙が原債務の全部または一部の履行をしなかったため、丙から甲に保証債務の履行を求められたときは、乙および原債務の連帯保証人に対して、通知・催告なくして弁済されても意義はありません。
2　甲の前項の弁済によって丙に代位する権利の行使に関しては、乙が丙との間に締結した契約のほか、なおこの約定の各条項が適用されるものとします。
(求償債務の履行)
第4条　乙は、甲が保証債務の履行をし、甲からその旨および乙の甲に対する求償債務の履行方法の通知を受けたときは異議なく承諾し、遅滞なくその履行を行うものとします。
(期限の利益の喪失)

第5条　乙もしくは保証人(物上保証人を含む。)に、充の各号の理由が一つでも生じた場合には、乙は、甲の請求により第4条による期限の利益を失い、直ちに債務の全額を甲に弁済します。
① 仮差押、差押もしくは競売の申請または破産、再生手続開始、会社整理開始もしくは会社更生手続開始の申立があったとき、または清算にはいったとき
② 租税公課を滞納して督促を受けたとき、または保全差押を受けたとき

③ 支払を停止したとき

④ 手形交換所の取引停止処分を受けたとき

⑤ 甲に対する債務の一つでも期限に弁済しなかったとき

⑥ 行方不明のとき

⑦ 甲といっさいの取引約定の一つにでも違反したとき

⑧ 前各号のほか債権保全のため必要とする相当の事由が生じたとき

(求債権の事前行使)
第6条　乙もしくは保証人(物上保証人を含む。)に、前条各号の事由が一つでも生じ、そのため求債権の保全に支障が生じ、または生じるおそれのあるときは、代位弁済前に求債権を行使されても異議ありません。
　(保　証　料)
第7条　乙は、甲の所定の料率、方法により計算した額を、甲の定めた期日に保証料として支払います。
2　保証料の支払いを怠ったときは、甲の定めた期日の翌日から支払いの日まで未納額につき年10.95パーセントの割合で計算した遅延損害金を支払います。
　この場合の計算方法は年365日の日割計算とします。(以下第8条においても同じ。)
　(求債権の利息および遅延損害金)
第8条　乙は、第4条により通知を受けた弁済金および代位弁済日から通知を受けた弁済期日までの日数に応じ、年8.5パーセントの割合による利息を甲に支払います。

2　乙は、甲に対する債務(第7条第2項の債務を除く。)を履行しなかった場合は、弁済すべき金額に対し期日の翌日から弁済の日までの日数に応じ、年10.75パーセントの割合による遅延損害金を支払います。

(担　　保)
第9条　乙および保証人は、甲が将来取得する求債権保全のため担保を差し入れもしくは増加し、または保証人をたてもしくは増員することを必要とする場合には、その内容、方法、差入期日等すべて甲の指示に従い、遅滞なく手続します。
2　乙および保証人(物上保証人を含む。)は、担保物件および甲の指定する資産については、あらかじめ甲の承認を得ずに、これを他に譲渡し、賃貸し、担保に供する予約をする等甲に損害をおよぼすおそれのあるいっさいの行為をしません。
3　乙および保証人(物上保証人を含む。)は、担保物件およびその前項の指定を受けた資産については、損害保険(共済を含む。以下同じ。)契約を締結するものとし、その損害保険契約に基づく保険金額請求権を甲に質入れします。

4　原債務が根柢当権で担保されている場合、甲が求償権保全のため認め丙からその根柢当権の譲渡または一部譲渡を受けようとするときは、根柢当権設定者は甲の指示に従い遅滞なくその手続をします。また根柢当権設定者はこの根柢当権の元本が確定したときはその登記申請に協力します。
　(求償保証人)
第10条　保証人は、乙がこの約定に基づき甲に対して負担するいつさいの債務についてこの約定を承認のうえ、乙と連帯して債務履行の責を負います。
2　保証人(物上保証人を含む。)は、甲の都合により担保もしくは他の保証の変更または解除もしくは免除されても異議なく主債務全額につき引続き連帯保証または物上保証の責に任じます。

3　保証人(物上保証人を含む。)は、保証債務を履行した場合、その主たる債務につき差し入れられている担保に関し甲がすべての債権の全額について優先権を行使することができるものとします。この場合において代位によって取得した担保権の実行については、あらかじめ甲の承認を得るものとし、また必要があるときは、甲の請求により代位によって取得した担保権またはその順位を無償で甲に譲渡します。
　(原債務の保証人)

第11条　原債務の保証人または原債務の物上保証人と甲との間における求償および代位の関係は、つぎのとおりとします。

① 甲が保証債務を履行したときは、原債務の保証人は、甲に対して甲の取得した求債権の全額を償還します。
② 甲が保証債務を履行したときは、原債務の物上保証人が丙に提供した担保の全額について、甲が丙に代位し、甲が取得した求債権の範囲内で、丙の有していたいっさいの権利を行うことができるものとします。
③ 原債務の保証人が丙に対する自己の保証債務を弁済したとき、または原債務の物上保証人が丙に提供した担保の実行がなされたときは、原債務の保証人または原債務の物上保証人は甲に対して何らかの求償をしません。
(調査および報告)
第12条　乙は、甲の要求に従って、資産の内容、事業の状況その他必要な事項をすみやかに甲に報告し、また甲の調査に必要な便益を提供します。

2　乙は、印章、住所、氏名その他甲に対する届け出事項に変更があったときは、直ちに書面によって届け出るものとします。

3　乙は、前項の届け出を怠ったため甲からなされた通知、または送付された書類等が延着し、あるいは到達しなかった場合には、通常到達すべき時に到着したものとされても異議はありません。

　(公正証書の作成)
第13条　乙および保証人は、甲の請求があったときは、ただちにこの約定に基づく債務を承認し、強制執行を認諾する旨を記載した公正証書の作成についての手続に協力します。
(管轄裁判所)

第14条　乙および保証人（物上保証人を含む。）は、この約定にかかるいつさいの訴訟については、甲の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とすることに合意します。
第15条　乙および保証人は、この証書の作成、担保権の設定、移転等の登記および代替弁済の付記登記、公正証書の作成その他この約定に関するいっさいの費用を負担します。
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	（甲）　　青森県農業信用基金協会　　　会長理事　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（綴り目には必ず契印を捺すこと）
200円
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